
 

７ 県共済会退職給付事業に関する会計処理 

（1）会計処理の基本的な考え方 

ア 県共済会の退職給付事業に係る会計処理は、事業主掛金のみなし給与課税を避

けて、退職時に給付される退職金を退職所得と認めてもらうための方法です。 

事業主が支払った負担金は、貸借対照表に資産(退職給付引当資産)として計上

し、事業主が退職金の支払いに備えて資金を外部で運用している形式をとります。   

負担金を資産計上しないと、負担金は給与所得と判断され、所得税や住民税な 

どの課税対象となり、納付金額が増額する可能性があります。 

また、退職時に、退職金が退職所得でなく一時所得として課税され、納付税額

が増加する可能性があります。 

 

イ 社会福祉法人会計基準は、損益計算の考え方を導入しています。退職給付金事

業では、各年度に事業主が負担する退職給付債務の当期発生額を事業活動計算書

において退職給付費用として計上し、各年度における業績が正しく表示されるよ

う会計処理を行うことが必要となります。 

    また、この会計処理により各年度末における退職給付債務の累計額が、貸借

対照表に負債(退職給付引当金)として計上されることになります。 

 

ウ 退職給付引当資産及び退職給付引当金の額は、「社会福祉法人会計基準適用上

の留意事項(運用指針)２０(２)ウ」における原則的な方法により算出します。 

 

 

 社会福祉法人会計基準適用上の留意事項(運用指針)２０(２) 

 

 ウ 都道府県等の実施する退職共済制度において、退職一時金制度等の 

確定給付型を採用している場合は、約定の額を退職給付引当金に計上 

する。ただし、被共済職員個人の拠出金がある場合は、約定の給付額 

から被共済職員個人が既に拠出した掛け金累計額を差し引いた額を退 

職給付引当金に計上する。 

   なお、簡便法として、期末退職金要支給額(約定の給付額から被共済

職員個人が既に拠出した掛け金累計額を差し引いた額)を退職給付引 

当金とし同額の退職給付引当資産を計上する方法や、社会福祉法人が 

負担する掛金額を退職給付引当資産とし同額の退職給付引当金を計上 

する方法を用いることができるものとする。 

 

 

エ 原則として、会計処理は、人件費負担のある拠点区分・サービス区分ごとに行

います。 
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（2）退職給付引当金の基本的な考え方 

職員の将来の退職金に備えて、各施設が職員に支給する退職金を各年度末に計算

して、将来支給する退職金のうち、当期に帰属する金額を費用として引当金に繰り

入れ、負債として認識すべき残高を退職給付引当金として計上しなければなりませ

ん。 

 

（3）退職給付引当金の設定対象となる退職金 

①社会福祉法人の退職金規定に基づいて退職金を支給する場合 

②一般財団法人静岡県社会福祉事業共済会の共済制度に基づいて退職金を支給する場

合 

 なお、福祉医療機構の退職共済制度の場合には、福祉医療機構から直接退職者に退

職金が支給されるため、退職給付引当金の設定対象となりません。 

 

（4）退職給付引当金の計算方法 

静岡県社会福祉事業共済会の共済制度に基づいて退職金を支給する場合 

・一般財団静岡県社会福祉事業共済会への負担金（共済掛金）を退職給付引当金の繰

入額とします。 

負担金（共済掛金）＝引当金繰入 

 

（5）「退職給付引当資産」と「退職給付引当金」の関係 

・残高は、原則として同額となります。 

・「退職給付引当資産」の残高は、一般財団法人静岡県社会福祉事業共済会からの掛金

累計額の残高と一致することとなります。 

 

（6）新会計基準による退職共済制度の会計処理方法 

(ア) 負担金(共済掛金)を支払ったとき 

（取引例）負担金(共済掛金)200,000 円を支払った。 

<ＢＳ(貸借対照表)・ＰＬ(事業活動計算書) の仕訳> 

（借方）退職給付引当資産（ＢＳ） 

200,000 

（その他の固定資産） 

（貸方）普通預金（ＢＳ） 

200,000 

 

<ＣＦ(資金収支計算書) の仕訳> 

（借方）退職給付引当資産支出（ＣＦ） 

200,000 

（その他の活動支出－積立資産支出） 

（貸方）支払資金 

200,000 

 

<ＢＳ(貸借対照表)・ＰＬ(事業活動計算書) の仕訳> 

     (注)：負担金と同額を「退職給付費用」に計上します。 

（借方）退職給付費用（ＰＬ） 

200,000 

（人件費） 

（貸方）退職給付引当金（ＢＳ） 

200,000 

（固定負債） 



 

 

<ＣＦ(資金収支計算書) の仕訳> 

 支払資金に増減がないため、仕訳なし。 

 

 

(イ) 職員が退職して退職手当金が入金されたとき 

ケース 1： 負担金の掛金累計額 ＜ 退職手当給付金 

（取引例）退職手当給付金 300,000 円が普通預金口座に振込まれた。なお、

負担金の掛金累計額は 250,000 円であった。 

<ＢＳ・ＰＬの仕訳> 

（借方）普通預金（ＢＳ） 

250,000 

（貸方）退職給付引当資産（ＢＳ） 

250,000 

（その他の固定資産） 

 

<ＣＦの仕訳> 

（借方）支払資金 

250,000 

（貸方）退職給付引当資産取崩収入（ＣＦ） 

200,000 

（その他の活動収入－積立資産収入） 

 

<ＢＳ・ＰＬの仕訳> 

（借方）普通預金（ＢＳ） 

50,000 

（貸方）雑収益（ＰＬ） 

50,000 

（その他のサービス活動外収益） 

     (注)：負担金の掛金累計額を上回る額 50,000 円を「雑収益」とします。 

 

<ＣＦの仕訳> 

（借方）支払資金 

50,000 

（貸方）雑収入（ＣＦ） 

50,000 

（その他の収入） 

 

ケース 2： 負担金の掛金累計額 ＞ 退職手当給付金 

（取引例）退職手当給付金 300,000 円が普通預金口座に振込まれた。なお、

負担金の掛金累計額は 400,000 円であった。 

<ＢＳ・ＰＬの仕訳> 

（借方）普通預金（ＢＳ）  

300,000 

（貸方）退職給付引当資産（ＢＳ） 

300,000 

（その他の固定資産） 

 

<ＣＦの仕訳> 

（借方）支払資金 

300,000 

（貸方）退職給付引当資産取崩収入 

   （ＣＦ）      300,000 

（その他の活動収入－積立資産収入） 

 

 



<ＢＳ・ＰＬの仕訳> 

（借方）雑損失（ＰＬ） 

100,000 

（その他のサービス活動外費用） 

（貸方）退職給付引当資産（ＢＳ） 

100,000 

（その他の固定資産） 

 

<ＣＦの仕訳> 

 支払資金に増減がないため、仕訳なし。 

 

 

(ウ)退職した職員に退職手当金を支給したとき 

ケース 1： 負担金の掛金累計額 ＜ 退職手当給付金 

（取引例）退職した職員に退職手当給付金 300,000 円を本人の口座に振込み

した。なお、当該職員の退職給付引当金残高は 250,000 円であった。 

<ＢＳ・ＰＬの仕訳>・・・目的取崩 

（借方）退職給付引当金（ＢＳ）  

250,000 

（固定負債） 

（貸方）普通預金（ＢＳ） 

250,000 

 

<ＣＦの仕訳> 

（借方）退職給付支出（ＣＦ） 

250,000 

（人件費支出） 

（貸方）支払資金 

250,000 

 

<ＢＳ・ＰＬの仕訳> 

（借方）退職給付支出（ＰＬ） 

50,000 

（人件費） 

（貸方）普通預金（ＢＳ） 

50,000 

 

<ＣＦの仕訳> 

（借方）退職給付支出（ＣＦ） 

50,000 

（人件費支出） 

（貸方）支払資金 

250,000 

 

ケース 2： 負担金の掛金累計額 ＞ 退職手当給付金 

（取引例）退職した職員に退職手当金 300,000 円を本人の口座に振込みし

た。なお、当該職員の退職給付引当金の残高は、400,000 円であった。 

<ＢＳ・ＰＬの仕訳>・・・目的取崩 

（借方）退職給付引当金（ＢＳ） 

300,000 

（固定負債） 

（貸方）普通預金（ＢＳ） 

300,000 

 

<ＣＦの仕訳> 

（借方）退職給付支出（ＣＦ） 

300,000 

（人件費支出） 

（貸方）支払資金 

300,000 

 



 

<ＢＳ・ＰＬの仕訳>・・・目的外取崩 

（借方）退職給付引当金（ＢＳ） 

100,000 

（固定負債） 

（貸方）退職給付引当金戻入益 

（ＰＬ）     100,000 

（その他の特別収益） 

 

<ＣＦの仕訳> 

 支払資金に増減がないため、仕訳なし。 

 

 

(エ)退職した職員に退職手当金が支給されないとき（加入期間が支給開始年数未

満、懲戒免職） 

（取引例）職員が退職したが退職手当給付金が支給されなかった。なお、当

該職員の退職給付引当資産と退職給付引当金の残高は 10,000 円であった。 

<ＢＳ・ＰＬの仕訳> 

（借方）雑損失（ＰＬ） 

10,000 

（その他のサービス活動外費用） 

（貸方）退職給付引当資産（ＢＳ） 

10,000 

（その他の固定資産） 

 

<ＣＦの仕訳> 

 支払資金に増減がないため、仕訳なし。 

 

 

<ＢＳ・ＰＬの仕訳>・・・目的外取崩 

（借方）退職給付引当金（ＢＳ） 

10,000 

（固定負債） 

（貸方）退職給付引当金戻入益 

（ＢＳ）      10,000 

（その他の特別収益） 

 

<ＣＦの仕訳> 

 支払資金に増減がないため、仕訳なし。 

 

 

(オ)職員が拠点区分間で異動したとき 

（取引例）職員がＡ拠点区分からＢ拠点区分へ異動した。当該職員の退職給

付引当資産と退職給付引当金の残高は 800,000 円であった。 

<Ａ拠点区分のＢＳ・ＰＬの仕訳>・・・目的外取崩 

（借方）退職給付引当金（ＢＳ） 

800,000 

（固定負債） 

（貸方）退職給付引当資産（ＢＳ） 

800,000 

（その他の固定資産） 

 

<ＣＦの仕訳> 

 支払資金に増減がないため、仕訳なし。 

 

 

 



<Ｂ拠点区分のＢＳ・ＰＬの仕訳> 

（借方）退職給付引当資産（ＢＳ） 

800,000 

（その他の固定資産） 

（貸方）退職給付引当金（ＢＳ） 

800,000 

（固定負債） 

 

<ＣＦの仕訳> 

 支払資金に増減がないため、仕訳なし。 

 

 

(カ)職員が同一拠点区分間内のサービス区分間で異動したとき 

（取引例）職員がＡ拠点区分（特養）の短期入所事業サービス区分から居宅

介護支援事業サービス区分に人事異動した。当該職員の退職給付引当資産と

退職給付引当金の残高は 700,000 円であった。 

 

（短期入所事業サービス区分・居宅介護支援事業サービス区分の仕訳） 

 新基準は、貸借対照表を拠点区分単位で作成するため、同一拠点区分内の

異動による退職給付引当資産と退職給付引当金の残高のサービス区分間の仕

訳なし。 

 

(キ)職員社会福祉法人間で異動したとき 

（取引例）職員が退職し、他の社会福祉法人に就職した。当該職員の退職給

付引当資産と退職給付引当金の残高は 500,000 円であった。なお、当該職員

の負担金の掛金累計額 500,000 円は、就職先の社会福祉法人が引継ぐことと

なった。 

（退職した社会福祉法人の会計処理） 

<ＢＳ・ＰＬの仕訳>・・・目的外取崩 

（借方）退職給付引当金（ＢＳ） 

500,000 

（固定負債） 

（貸方）退職給付引当資産（ＢＳ） 

500,000 

（その他の固定資産） 

 

<ＣＦの仕訳> 

 支払資金に増減がないため、仕訳なし。 

 

 

（就職先の社会福祉法人の会計処理） 

<ＢＳ・ＰＬの仕訳> 

（借方）退職給付引当資産（ＢＳ） 

500,000 

（その他の固定資産） 

（貸方）退職給付引当金（ＢＳ） 

     500,000 

（固定負債） 

 

<ＣＦの仕訳> 

 支払資金に増減がないため、仕訳なし。 

 

 



 

(ク)決算時 

決算時の会計処理は、退職共済制度の会計処理方法により異なります。 

 

退職給付引当資産、退職給付引当金共に掛金累計額で計上する方法 

（取引例）当該年度末における負担金の掛金累計額は 8,000,000 円、期末退

職金要支給額は、9,000,000 円。 

なお、決算時（決算仕訳前）の退職給付引当資産の残高は 8,000,000 円、退

職給付引当金の残高は 8,000,000 円。 

 

<ＢＳ・ＰＬの仕訳> 

負担金の掛金累計額と同額の退職給付引当資産および退職給付引当金が計上

されているため、仕訳なし。 

 

（貸借対照表の表示） 

貸借対照表 

固定資産 

 その他の固定資産 

  退職給付引当資産 8,000,000 

固定負債 

 退職給付引当金   8,000,000 

 

 

 

（3）財務諸表に対する追記 

 

ア 「財務諸表に対する注記（法人全体用）」として、「4.法人で採用する退職給付制

度」都道府県等が実施する退職共済制度の加入について注記を記載します。 

 

イ 「財務諸表に対する注記（拠点区分用）」として、「3.採用する退職給付制度」に

都道府県等が実施する退職共済制度の加入について注記を記載します。 
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